



























































































































































































































































































































ない」と規定されている。条文中の “ 次の各号 ” の
主なものに，大学で厚生労働大臣が指定した科目の
うち，３科目以上履修し卒業したものという項目が





































査察指導員 現業員 査察指導員 現業員 査察指導員 現業員
生活保護担当
資格取得者数（人） 1,937 10,299 80 641 7 66


































































総数 １年未満 １年以上３年未満 ３年以上５年未満 ５年以上
実数（人） 2,596 684 1,007 448 457
構成比（％） 100.0 26.3 38.8 17.3 17.6
区分
生活保護担当現業員
総数 １年未満 １年以上３年未満 ３年以上５年未満 ５年以上
実数（人） 13,881 3,526 5,262 2,880 2,213
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図1　市民社会サービスの提供システム
出典：武藤（2003）『入札改革』p94
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を行っている。医療費のレセプト点検なども外部に
委託している自治体が半数以上にのぼっている。
自治体の現場ではケースワーカーの専門性を維持
するのが困難になっていることから，そうした問題
も解消することができる。さらに，専門知識を持っ
た外部のソーシャルワーカーによる支援で，自立に
つながるケースが増えることも期待できる。
しかしながら，ここで一つ問題になるのが現行の
社会福祉法では「社会福祉主事は，都道府県知事又
は市町村長の補助機関である職員とし」（第19条）
とあることからケースワーク業務自体を外部に委託
することには法改正が必要になると思われるので，
就労支援等と同様に被保護者の支援方針の計画策定
や処遇方針の進め方についてアドバイスを受けると
いう取り組みからはじめることを提案したい。現在
でも福祉事務所においては必ずしも査察指導員が
スーパーバイザーの役割を担っておらず経験の長い
ベテラン職員から支援方針等の策定に関して指示を
受けていることもある。今後そうしたベテラン職員
の異動や退職に対処するためにも外部の専門家を交
えることで，複雑化した被保護者の課題解決に多角
的な見地から関与することが可能となり停滞してい
る自立助長の状況を改善することが予想される。
5.3.　効果的な執行体制
次にケースワーカーの守備範囲を見直す観点か
ら，負担の軽減と専門性の確保を図る手法について
提案したい。ケースワーカーが支援する市民は高齢
世帯，障害世帯，母子世帯，稼働可能世帯等多岐に
渡っている。これは，ケースワーカーの担当は自治
体内の地域ごとに決められているからである。ちな
みにケースワーカーは一般的に地区担当員とも呼ば
れている。しかしながら前述したとおり複雑化した
市民のニーズに一人のケースワーカーが専門的に対
応することは難しい。現実的には「自立の助長」よ
り「経済的給付」に業務の重心が移り本来の支援が
疎かになる傾向があるのではないか。
そこで，ケースワーカーの担当を地域ごとに分け
るのではなく保護世帯の種別ごとに分けることを提
案したい。それとともに自治体内の高齢，障害，母
子等のセクションと連携して支援する体制を構築す
る必要がある。現在のところ経済的な理由によって
生活困窮に陥った市民は年齢等に関係なくすべて生
活保護部門で受け持つ傾向がある。こうした体制を
あらため生活保護部門と各施策担当部門が連携しき
め細かく市民のニーズに応えられる体制を構築する
ことが望ましい。
さらに，時代に見合った支援体制に組み替えてい
く必要もある。現行生活保護法は，1950（昭和25）
年に成立して以来，日本におけるセーフティネット
の中心として機能してきた。制度の細部においては
様々な改正を行いながら時代に即した役割を果たし
てきた。現行の生活保護制度は，最後のセーフティ
ネットと言われるとおり，加齢，病気，怪我，失業，
離婚等によって収入が減少した全ての場合に適用さ
れることから，さまざまな年齢層や生活状況の受給
者がいる。失業による一時的な収入の減少の場合も
あれば，母子世帯のように長期的に見れば，子ども
の自立等によって保護から脱却するケースもある。
一方で定年後の年金収入だけでは，生活を維持でき
ない世帯や，そもそも無年金のため加齢により仕事
ができなくなると一切の収入が途絶える世帯が増加
している。日本社会の構造的変化に伴い，保護対象
者も大きく変化してきた。世帯類型別にその構成比
を見たとき，厚生労働省の被保護者調査（2013年５
月）によれば，「高齢者世帯」は45.2％であり「障
害者世帯」の11.4％と合わせると56.6％となってお
り半数を超えている。生活保護法の目的は，健康で
文化的な生活の維持と自立助長である。しかしなが
ら，高齢者世帯と障害者世帯が半数以上となった現
在，自立助長という法の主旨は実態に合っていない
のではないだろうか。事実，福祉事務所においても
65歳以上の被保護者に対しては，自立助長としての
就労指導は行わない。これは，障害者世帯に対して
も同じことがいえる。
こうしたことから，これからの公的扶助制度を考
えたときに，前述の仕組みをさらに前進させ「高齢
者世帯」，「障害者世帯」については，生活保護制度
から切り離してそれぞれ高齢者施策，障害者施策そ
して医療施策等として経済的な自立に捉われること
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なく，きめ細かく処遇する仕組みづくりも検討する
べきではないか。
5.4.　適切な人員配置
福祉事務所に配属されるケースワーカーの人事異
動は，自治体内の通常の異動基準で実施されること
が多く，異動前までは，税務や建設といった福祉と
は関係のない仕事をしていた職員がケースワーカー
として配属されることもある。一般的に異動サイク
ルは，３年から４年程度となっており，組織として
知識やノウハウが蓄積されにくく，一定水準の業務
レベルを保つのが困難な場合もあり，特に団塊世代
の大量退職に伴い業務に必要な知識が大幅に失われ
ている状態である。
こうしたことを改善するため，ケースワーカーの
人事異動のサイクルは，通常の自治体内の事務職よ
り長くする必要があるのではないだろうか。こうし
たことで職場内においては，長期的な視点に立って
ベテラン職員のノウハウを確実に継承することが可
能となり，若手職員の育成も時間をかけて取り組む
ことができる。
また前述のとおり生活保護の現場は不人気職場と
なっており通常の人事異動では需給バランスが維持
できていない。そこで，ひろく庁内から職員を公募
してみてはどうであろうか。自治体内には，公務員
の原点である「人助け」，「市民の役に立つ仕事」に
関心を持っている職員が多くいるはずである。限ら
れた人材を効果的に配置し問題解決を図ることが肝
要である。職員の適性や意欲を汲み取る任用方法と
して通常の人事異動のローテーションとは別に本人
の自己申告による異動の仕組みをつくることで，や
る気のある職員を集めることが可能となる。
６．おわりに
本稿では，現行生活保護法の理念を概観し，これ
まで果たしてきた役割は十分認めたうえで，現代の
生活困窮者支援のセーフティネットとして機能しき
れていない部分を課題として浮き彫りにした。
格差社会の大きな要因であるグローバル化に対応
する社会構造の変化を，今の日本で急激に方向転換
することは難しい。であるならば，従前の社会保障
制度を単に踏襲するのではなく社会の様々な分野で
しっかりとセーフティネットを張り巡らし貧困状態
に転落する人々を減らすとともに貧困の固定化を改
善する取組みが求められる。
本稿を執筆している最中，2013年12月６日の臨時
国会において，生活保護法の改正案が自民党，公明
党，日本維新の会，みんなの党，生活の党の賛成多
数によって成立した。
本法案が目指すところは，保護費の抑制といわれ
ている。就労を促進し保護からの脱却を促すことは
よいことであるが，現場の運用姿勢が「保護の廃止」
にシフトするなら改正の意味はない。
法改正を活かすかどうかはそれを運用する福祉現
場の職員にかかっているといっても言い過ぎではな
いだろう。生活保護法が適切に運用されているかど
うかをきちんと見極めていく必要がある。また，本
稿で触れた改善の提案が多少なりとも役に立つこと
があれば幸いである。
注
１　生活保護受給者数は2013年７月現在，215万人を超え
ており，2011年に過去最高を更新して以降増加傾向が続
いている。
２　小山進次郎（1915-1972）。1938（昭和13）年厚生省に
入省。1950（昭和25）年，社会局保護課長となり改正生
活保護法の制定を主導した。著作に『生活保護法の解釈
と運用』がある。
３　厚生労働省，社会保障審議会福祉部会「生活保護制度
の在り方に関する専門委員会」の報告書（平成16年12月
15日）によれば，「自立支援」について，「経済的自立の
ための支援（就労自立支援）のみならずそれぞれの被保
護者の能力やその抱える問題等に応じ，身体や精神の健
康を回復・維持し，自分で自分の健康・生活管理を行う
など日常生活において自立した生活を送るための支援
（日常生活自立支援）や，社会的なつながりを回復・維
持するなど社会生活における自立の支援（社会生活自立
支援）をも含むものである」としている。
４　1946（昭和21）年，占領軍総司令部は日本政府に対し
①国家責任の原則，②無差別平等の原則，③最低生活保
障の原則を踏まえた公定扶助を構築するよう指令した。
同年の第90回帝国議会において法案は提出され，10月か
ら施行された。
５ 東京都23区内に住む単身男性（41歳～59歳）の場合，
第１類費（飲食や被服など個人単位の費用）が，38,180
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円，第２類費（光熱水費などの世帯共通の費用）が，
43,430円，住宅扶助費の上限が53,700円となり合計する
と１カ月の最低生活費は，135,310円となる。（2013年７
月現在）
６　昭和62年５月の第108回国会において制定された 「社
会福祉士及び介護福祉士法」（昭和62年法律第30号）で
位置づけられた，社会福祉業務に携わる人の国家資格で
ある。同法２条で社会福祉士とは「専門的知識及び技術
をもって，身体上もしくは精神上の障害があること，ま
たは環境上の理由により日常生活を営むのに支障がある
者の福祉に関する相談に応じ，助言，指導，福祉サービ
スを提供する者または 医師その他の保健医療サービス
を提供する者その他の関係者との連携及び調整その他の
援助を行うことを業とする者」とされている。2013年11
月末現在，全国で165,584人が登録している。
７　国家資格である社会福祉士資格を所持している者の職
能団体。全国組織と地方組織によって構成されている。
東京社会福祉士会のホームページによると，ホームレス
の実態に関する全国調査（生活実態調査），府中市路上
生活者巡回相談事業，品川区ホームレス訪問相談，品川
区生活安定応援事業，新宿区生活安定応援事業，中野区
生活保護受給者財産管理支援事業等の事業を国や自治体
から受託している。
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